
（再度公告）入札公告

次のとおり一般競争入札に付します。

なお、本入札は、令和７年１月１４日に入札公告を行った「名古屋法務局熱

田出張所高圧引込ケーブル改修工事」の再度公告入札です。

令和７年４月８日

支出負担行為担当官

名古屋法務局長 土 手 敏 行

１ 競争入札に付する事項

(1) 品目分類番号

４１

(2) 工事名

名古屋法務局熱田出張所高圧引込ケーブル改修工事

(3) 工事場所

名古屋市熱田区神宮四丁目８番４０号 名古屋法務局熱田出張所

(4) 工事内容

本工事は、名古屋法務局熱田出張所の高圧引込ケーブルについて更新を

行うものである。

(5) 工期

契約の締結日の翌日から令和８年３月３１日（火）まで

(6) 本件入札手続は、入札参加申請手続、入札手続等を電子調達システム

（政府電子調達（ＧＥＰＳ （https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz）

/ ）により行う。）

なお、電子調達システムにより難い者は、支出負担行為担当官の承認を

得た場合に限り、入札参加申請手続及び入札手続の全てを書面により行う

こと（本件入札手続において「紙入札方式」という ）ができる。。

２ 競争参加資格

(1) 予算決算及び会計令（以下「予決令」という ）第７０条及び第７１条。

の規定に該当しない者であること。

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必

要な同意を得ている者は、予決令第７０条における特別の理由がある場合

に該当する。

(2) 本件工事の業種区分において、法務省の令和７・８年度における電気工

事に係るＣ等級以上の一般競争参加資格の認定を受けていること（会社更

生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなさ



れている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手

続開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、法務省

が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けているこ

と 。。）

(3) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再

生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記２(2)の再認

定を受けた者を除く ）でないこと。。

(4) 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という ）及び競争参加資格。

確認資料（以下「資料」という ）の提出期限の日から開札の時までの期。

間に、平成７年１月２３日付け法務省営第１９１号会計課長通達「工事請

負契約に係る指名停止等の措置要領の制定及び運用について」に基づく指

名停止を受けていないこと。

(5) 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと（資

本関係又は人的関係がある者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員

である場合を除く｡ （入札説明書参照））。

(6) 警察当局から暴力団が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずるも

のとして排除要請があり、法務省大臣官房施設課長が契約の相手方として

不適当であると認めていないこと。

(7) 法務省が発注した工事について、予決令第８５条に基づく調査基準価格

を下回る価格で契約し、かつ、当該工事の工事成績評定点が６５点未満で

ある場合には、その工事成績評定点の通知日の翌日から法務省が発注する

工事の入札公告の日までの期間が１か月を経過していること。

(8) 本件特記仕様書に定める工事内容と同等の契約実績（履行を完了したも

の）を有すること。

３ 入札手続等

(1) 担当部局

〒４６０-８５１３

名古屋市中区三の丸二丁目２番１号 名古屋合同庁舎第１号館

名古屋法務局会計課施設係 （担当 野口）

電話 ０５２－９５２－８１１７（直通）

(2) 入札説明書の入手期間、入手場所及び入手方法

ア 入手期間

令和７年４月８日（火）から同年５月２７日（火）まで（行政機関の

休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条に規定する行政機

関の休日（以下「休日」という ）を除く午前９時から午後５時まで。

（ただし、正午から午後１時までは除く ）。）。

イ 入手場所及び入手方法

(ｱ) 入札説明書等（入札説明書別冊の図面を除く ）は、上記(1)にて。



交付又は電子調達システムからダウンロードできる。

(ｲ) 入札説明書別冊の図面については、上記(1)でのみ交付するので必

ず入手すること（同図面は上記(ｱ)の方法によっては入手できない 。）

(ｳ) 別冊の図面を含む入札説明書等について、郵送又は電送による入手

申し込みは受け付けない。

(3) 申請書の提出期間、提出場所及び提出方法

ア 提出書類

入札説明書による。

イ 提出期間

令和７年４月９日（水）から同月２１日（月）までの休日を除く毎日、

午前９時から午後５時まで（ただし、正午から午後１時までは除く 。。）

ウ 提出方法

電子調達システムにより提出すること。

なお、紙入札方式による場合は上記 (1)の場所に持参若しくは郵送

（提出期間内必着）すること。

(4) 入札、開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法

ア 入札

(ｱ) 入札書の提出期限

令和７年５月２７日（火）午後５時まで

(ｲ) 入札書の提出方法

電子調達システムによる。

なお、紙入札方式による場合は上記(1)の場所に持参又は郵送（提

出期間内必着）すること。

イ 開札

(ｱ) 開札の日時

令和７年５月２８日（水）午前１０時００分

(ｲ) 開札の場所

電子調達システム及び

名古屋市中区三の丸二丁目２番１号

名古屋合同庁舎第１号館 名古屋法務局４階会議室

４ その他

(1) 手続において使用する言語は日本語、通貨は日本円、時間は日本の標準

時及び単位は計量法（平成４年法律第５１号）による。

(2) 入札保証金

免除



(3) 契約保証金

納付（保管金の取扱店 日本銀行名古屋支店 。ただし、利付国債の提）

供（保管有価証券の取扱店 日本銀行名古屋支店）又は金融機関若しくは

保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。ま

た、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険の締結を

行った場合は、契約保証金の納付を免除する。

(4) 入札の無効

本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に虚

偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効

とする。

(5) 落札者の決定方法

予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で

最低の価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

(6) 手続における交渉の意図の有無

無

(7) 契約書作成の要否

要

(8) 本件工事に直接関係する他の工事の請負契約を本件工事の請負契約の相

手方との随意契約により締結する予定の有無

無

(9) 関連情報を入手するための照会窓口

上記３(1)に同じ。

(10) 一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加

上記２(2)に掲げる一般競争参加資格の認定を受けていない者も上記３

(3)により申請書を提出することができるが、競争に参加するためには、

開札の時において、当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を

受けていなければならない。

(11) 詳細は入札説明書による。



第４号様式  

 

競争参加資格確認結果  

 

１ 工事名 名古屋法務局熱田出張所高圧引込ケーブル改修工事  

２ 部局名 名古屋法務局  

３ 入札公告日 令和７年４月８日  

４ 競争参加資格確認結果通知期限日 令和７年４月２５日  

 

 資 格 確 認 申 請 者  資 格 の 有 無  資 格 が な い と 認 め た 理 由 

水田電工株式会社  有  

平安電気工事株式会社  有  

ヒダ電気株式会社  有  

株式会社エレックス極東  有  

株式会社さつき電気商会  有  

株式会社エムケイソルテッ

ク 

 有  

（備考）１ 「資格の有無」の欄には、資格があると認めた場には「有」と記載し、資     

格がないと認めた場合には「無」と記載する。  

    ２ 「資格がないと認めた理由」の欄には、競争参加資格確認通知書と同様の     

内容を記載する。   



予 定 価 格 調 書

金４，５５４，０００円
（う ち 消 費 税 相 当 額 ４１４，０００円）

（参考税抜額（工事価格） ４，１４０，０００円）

工事名 名古屋法務局熱田出張所高圧引込ケーブル改修工事

令和７年５月２３日

支出負担行為担当官

名古屋法務局長 土 手 敏 行



　

作成者

工事費積算内訳書

工事名　名古屋法務局熱田出張所高圧引込ケーブル改修工事

令和７年５月２３日作成 名古屋法務局　　野口　幸久



種目内訳 №０１

摘　　　　　　要 数　量 単位 単　　価 金　　　　額

1 直接工事費

1 式 1,770,170 1,770,170

2 共通費
1 式 2,369,830 2,369,830

4,140,000

4,140,000

414,000

4,554,000

金、 4,554,000 円

（内工事価格　 金、 4,140,000 円)

名　　　　　　　称 備　　　　　　　　　　考

工事価格

公共建築工事積算基準、公共建築工事標準
単価積算基準及び積算資料本に掲載されて
いる事項のほか初回入札時に提出された工
事費内訳書（以下「内訳書」という。）から算
出した。

計

　工事価格

　消費税相当額 10%

合　　　　　　　　　　　　計



細目内訳書 №０２

摘　　　　　　要 数　量 単位 単　　価 金　　　　額

1 直接工事費

(1) 配管及び架空工事

1) 電線管工事
18.0 ｍ 7,770 140,000

① 電線管 ZG70㎜
18.0 ｍ

② ノーマルベンド ZG70㎜
2 本

③ 電線管付属品 ねじなし防水
1 式

④ 電線管支持材 ガルバリウム 1 式

2) プルボックス工事
露出型防水仕様
錆止め 2 個 32,100 64,200

①
プルボックス錆止め
（E端子付き）

500×500×300
2 個

② ボックス支持材 1 式

3) 腕金 700㎜
1 個 10,640 10,600

① 軽量腕金 支持材共　700㎜
1 本 3,320 3,320

② 自在バンド
支線・
アームタイ　３BD-HC-17 1 本 1,520 1,520

③ 玉硝子 100φ
2 個 680 1,360

④ 雑材料 （材）×2％
1 式 120

⑤ 電工
0.13 人 26,400 3,430

⑥ その他 （労）×26％ 1 式 890

214,800

名　　　　　　　称 備　　　　　　　　　　考

建築施工単価25-1冬による
（四捨五入により有効上位３桁）

建築施工単価25-1冬による

①～⑥の計
（四捨五入により有効上位３桁）

積算資料2024.10

積算資料2024.10

積算資料2024.10

（①＋②＋③）×0.02
（四捨五入により１０円単位）
令和７年３月から適用する公共工事設計労
務単価表　（四捨五入により有効上位３桁）
⑤×（0.25＋0.01）
（四捨五入により１０円単位）

小計 1(1)1)+2)+3)の計



細目内訳書 №０３

摘　　　　　　要 数　量 単位 単　　価 金　　　　額

1 直接工事費

(1) 配管及び架空工事

4) 屋外用電線
1 式 121,000 121,000

① 高圧ケーブル 6600V、38sq、EM-CET
20.00 ｍ 3,990 79,800

② 高圧引下げ線 PDC38sq
6.0 ｍ 3,180 19,100

③ 雑材料 （材）×3％
1 式 2,970

④ 電工
0.391 人 26,400 10,300

⑤ 普通作業員
0.191 人 24,800 4,700

⑥ その他 （労）×26％ 1 式 3,900

5) その他

① 鋼より線
メッセンジャーワイヤー
38sq 20.0 ｍ 700 14,000

② タンバックル ５号（中電型）
1 個 4,800 4,800

③ 巻付グリップ 玉硝子用38sq
4 個 420 1,680

④ 巻付グリップ シンブル用38sq
2 個 420 840

⑤ 壁貫通・補修
1 箇所 47,000 47,000

⑥ 雑材消耗品
1 式 38,000 38,000

227,320

名　　　　　　　称 備　　　　　　　　　　考

①～⑥の計（四捨五入により有効上位３桁）

積算資料2024.10×1.05
（四捨五入により有効上位３桁）
内訳書掲載額平均（小数点以下四捨五入）
×1.05　（四捨五入により有効上位３桁）
（①＋②）×0.03
（四捨五入により有効上位３桁）

（四捨五入により有効上位３桁）

(④＋⑤)×(0.25+0.01)

内訳書掲載額平均

内訳書掲載額平均

積算資料2024.10

積算資料2024.10

内訳書掲載額平均

内訳書掲載額平均

小計 1(1)4)及び5)の計

（四捨五入により有効上位３桁）



細目内訳書 №０４

摘　　　　　　要 数　量 単位 単　　価 金　　　　額

1 直接工事費

(2) 構内第１柱支線工事

1) 支線
1 本 59,600 59,600

① 鋼より線
メッセンジャーワイヤー
38sq 10.0 ｍ 830 8,300

② 支線ブロック １号
1 個 6,160 6,160

③ 支線棒 2.5ｍ
1 本 13,800 13,800

④ 雑材料 （材）×3％
1 式 850

⑤ 電工
0.670 人 26,400 17,700

⑥ 普通作業員
0.261 人 24,800 6,470

⑦ その他 （労）×26％
1 式 6,280

59,600

名　　　　　　　称 備　　　　　　　　　　考

①～⑦の計（四捨五入により有効上位３桁）

内訳書掲載額平均（四捨五入により１０円単
位）

積算資料2024.10

内訳書掲載額平均（四捨五入により有効上
位３桁）
（①＋②＋③）×0.03
（四捨五入により１０円単位）
令和７年３月から適用する公共工事設計労
務単価表　（四捨五入により有効上位３桁）
令和７年３月から適用する公共工事設計労
務単価表　（四捨五入により有効上位３桁）
（⑤＋⑥）×(0.25+0.01)
（四捨五入により有効上位３桁）

小計 1(2)1)の計



細目内訳書 №０５

摘　　　　　　要 数　量 単位 単　　価 金　　　　額

1 直接工事費

(2) 構内第１柱支線工事

2) その他

① 支線保護カバー
1 個 4,940 4,940

② 自在バンド
支線・
アームタイ　３BD-HC-17 1 本 1,520 1,520

③ タンバックル ５号（中電型）
1 個 5,130 5,130

④ 巻付グリップ 玉硝子用38sq
2 個 420 840

⑤ 巻付グリップ シンブル用38sq
2 個 420 840

⑥ 玉硝子 100φ
1 個 680 680

⑦ アスファルトカッター 0.7×4＝2.8m
1 式 49,200 49,200

⑧ アスファルト復旧 0.7×0.7×0.2
1 式 64,000 64,000

⑨ 雑材消耗品
1 式 36,700 36,700

163,850

名　　　　　　　称 備　　　　　　　　　　考

積算資料2024.10

積算資料2024.10

内訳書掲載額平均
（四捨五入により有効上位３桁）

積算資料2024.10

積算資料2024.10

積算資料2024.10

内訳書掲載額平均
（四捨五入により有効上位３桁）

内訳書掲載額平均

内訳書掲載額平均
（四捨五入により有効上位３桁）

小計 1(2)2)の計



細目内訳書 №０６

摘　　　　　　要 数　量 単位 単　　価 金　　　　額

1 直接工事費

(3) 配線工事

1) 屋内用電線
28.0 ｍ 6,380 179,000

① 高圧ケーブル 6600V、38sq、EM-CET
1.0 ｍ 3,990 3,990

② 雑材料 （材）×3％
1 式 120

③ 電工
0.068 人 26,400 1,800

④ その他 （労）×26％
1 式 470

⑤ 計 6,380

2) 屋外用端末処理材
1 か所 57,900

① 端末処理材料
1 式 46,300

② 電工
0.35 人 26,400 9,240

③ その他 （労）×26％ 1 式 2,400

3) 屋内用端末処理材
1.0 式 57,200

① 端末処理材料
1 式 45,600

② 電工
0.35 人 26,400 9,240

③ その他 （労）×26％
1 式 2,400

294,100

名　　　　　　　称 備　　　　　　　　　　考

⑤×数量
（四捨五入により有効上位３桁）
積算資料2024.10×1.05
（四捨五入により有効上位３桁）
①×0.03
（四捨五入により１０円単位）
令和７年３月から適用する公共工事設計労
務単価表　（四捨五入により有効上位３桁）
③×(0.25+0.01)
（四捨五入により１０円単位）

①ないし④の計

①ないし③の計
（四捨五入により有効上位３桁）
内訳書掲載額平均
（四捨五入により有効上位３桁）

②×(0.25+0.01)
（四捨五入により有効上位３桁）
①ないし③の計
（四捨五入により有効上位３桁）
内訳書掲載額平均
（四捨五入により有効上位３桁）

②×(0.25+0.01)
（四捨五入により有効上位３桁）

小計 1(3)1)ないし3)の計

令和７年３月から適用する公共工事設計労
務単価表

令和７年３月から適用する公共工事設計労
務単価表



細目内訳書 №０７

摘　　　　　　要 数　量 単位 単　　価 金　　　　額

1 直接工事費

(3) 配線工事

4) 600V絶縁電線工事 IV5.5sq 40.0 ｍ 550 22,000

① 600V絶縁電線 IV5.5sq 40.0 ｍ

② 600V絶縁電線接続材 カバー込み 1 式

③ 絶縁保護材 自己癒着テープ 1 式

5) その他

① ケーブル支持材 ハンガー含む 1 式 71,100 71,100

② ケーブル接続材 1 式 52,900 52,900

③ 雑材消耗品 1 式 67,900 67,900

④ 廃材処分費 1 式 137,000 137,000

⑤ 耐圧試験費 1 式 133,000 133,000

⑥ 高所作業車 1 式 60,000 60,000

⑦
残土・アスファルト処理
費 1 式 84,200 84,200

⑧ 交通運搬費
1 式 137,000 137,000

⑨ 電力会社作業費 1 式 45,400 45,400

810,500

1,770,170

名　　　　　　　称 備　　　　　　　　　　考

建築施工単価25-1冬による

内訳書掲載額平均
（四捨五入により有効上位３桁）

内訳書掲載額平均

内訳書掲載額平均

内訳書掲載額平均
（四捨五入により有効上位３桁）

内訳書掲載額平均
（四捨五入により有効上位３桁）

内訳書掲載額平均

内訳書掲載額平均
（四捨五入により有効上位３桁）

内訳書掲載額平均
（四捨五入により有効上位３桁）

内訳書掲載額平均
（四捨五入により有効上位３桁）

小計 1(3)4)及び5)の計

直接工事費　合計 1⑴ないし1⑶の計



細目内訳書 №０８

摘　　　　　　要 数　量 単位 単　　価 金　　　　額

2 共通費

共通仮設費

1 式 103,554 103,554

現場管理費

1 式 1,661,243 1,661,243

一般管理費

1 式 605,033 605,033

2,369,830

名　　　　　　　称 備　　　　　　　　　　考

公共建築工事共通費積算基準別表4
5.85％
1,770,170×0.0585（１円未満切捨て）
工期：10.0か月

計 ２の計

同　別表11　88.66％
(1,770,170+103,554)×0.8886
（１円未満切捨て）
工期：10.0か月

同　別表16　17.25％
(1,770,170+103,554+1,661,243)×
0.1725=609,781（１円未満切捨て）
工事原価に対する契約補償費率　0.04%
(1,770,170+103,554+1,661,243)×
0.0004=1,413（１円未満切捨て）
工事価格を１万円単位とするための控除分
6,161円



第８号様式の１

令和７年５月２７日 午後　５時００分 開札日時 午前１０時００分

１回

千円

調査基準価格（税抜価格） 千円

令和７年５月２８日

会計法第２９条の３第１項による一般競争

備　　　　　考

4,140

－

　当該金額に１０％に相当する額（消費税相当額）を加算した金額が、法律上の入
札（見積）金額である。

落札決定の理由

入　札　調　書

件　　　名 名古屋法務局熱田出張所高圧引込ケーブル改修工事

金額（千円）

入札及び開札の場所 電子調達システム

入札日時　 令和７年５月２８日

入　　札　　者
法　人　番　号

5

6

法人番号2400-01-042985

2,133

株式会社さつき電気商会

株式会社エムケイソルテッ
ク

法人番号1600-01-001905

3

3,191

辞退

水田電工株式会社
不参加

平安電気工事株式会社

4
法人番号1800-01-023463

2

1

2,350

ヒダ電気株式会社

株式会社エレックス極東

法人番号1800-01-074815

法人番号1800-01-011011

入札執行者

立会者

法人番号1800-01-044354
2,885

柑 子 木 誠 悟法務事務官

株式会社エムケイソルテックの入札額が予定価格内であったため、落札者と決定し
た。

法務事務官 小 澤 忠

予 定 価 格 （税抜価格）



第９号様式 

契約の内容 

 

 契約年月日 令和７年７月９日 

 契約業者名 株式会社エムケイソルテック 

 契約業者の住所 広 島 県 福 山 市 神 辺 町 新 徳 田 ５ ７ ７ 番 地 ３              

（営業所：広島県福山市千田町千田２１８８－１） 

 工事の名称 名古屋法務局熱田出張所高圧引込ケーブル改修工事 

 工事場所 名古屋市熱田区神宮四丁目８番４０号 

名古屋法務局熱田出張所 

 工事種別 電気工事 

 工事概要 

 

 

 

 

名古屋法務局熱田出張所の高圧引込ケーブルについて

更新を行う。 

 

 

 

 

 工期 （自）～（至） 令和７年７月１０日～令和８年３月３１日 

 契約金額 ２，３４６，３００円 

（うち消費税及び地方消費税の額 ２１３，３００円） 

 


